
立命館宇治高等学校　「法政特殊講義」後期：私法
第１２回　②消費者契約：学納金不返還特約＜１＞

2010.01.14. 佐藤　敬二

はじめに

　1)前回：①私的自治：約款　→　約款の拘束力、私的自治

　　　　　→約款が無効となる場合についての質問があった

　　　　　→本日の講義

3)本日の講義内容

　1.50分→意思表示・無効・取消について講義→　コメントペーパー作成

2.50分→最高裁判決を読む　　　　　　　　→　結果をレジュメに書き込む

3.50分→班で議論して見解を作る　　　　　→　次週に発表
＊講義テーマ：学納金不返還特約の拘束力を全面的に承認してよいのか。

１．事例：学納金返還訴訟・最高裁判決（［資料］参照）

1)約款の内容

2)最高裁判決の内容

3)朝日新聞社説の内容

２．能力

1)権利能力
　　1.意味：私法上の権利義務の主体になりうる能力

　　2.出世後全員（民法3条1項）　cf.胎児は権利能力がない
　　　　＊「出生」とは何か　：　全部露出説（民法）→相続（配偶者に全部か、親に1/3か）

一部露出説（刑法）→堕胎罪か殺人罪か

2)意思能力
　　1.意味：有効に意思表示ができる能力　　 cf.「事理弁識能力」（民法7条）

　　2.意思無能力者：意思能力のないもの　e.g.10歳程度未満の幼児　など

　　　　→意思無能力者の行った法律行為は無効　←判例法　

3)行為能力
  　1.意味：単独で有効に意思表示できる地位

  　2.制限行為能力者

　　　　1.制度目的：意思能力のないことの証明が困難、無効となると取引が混乱、本人の保護

　　　　2.諸類型

　　　　　　a)未成年者（満20歳未満・民法4条）→親権者・後見人
            b)成年被後見（民法7条・8条）　　 →成年後見人
            c)被保佐人（民法11条・12条）　　 →保佐人

　　　　　　d)被補助人（民法15条・16条）　　 →補助人

　　　　→制限行為能力者の行った法律行為は取消し可能

　　　　　　＊意思無能力者の場合と異なるのは、本人保護のためとされるが、議論がある
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３．意思表示

  1)契約の成立：意思表示の合致　cf.「意思の合致」ではない

　　　意思表示：効果意思をもって、その意思の表示行為を行うこと

　2)契約の効果：法律効果の発生

　3)意思表示＝法律行為

　　　契約自由であるため、基本的には法規定は「任意規定」（91条）　cf.「強行規定」

　　　ただし、意思が不完全な場合→心裡留保（93条）、虚偽表示（94条）、錯誤（95条）：無効

詐欺・強迫（96条）：取消

　　　　　公序良俗違反（90条）

　　

４．消費者契約法

　1)立法趣旨（1条）：事業者と消費者の力の格差→消費者保護

　　　2000年成立、2001年4月1日施行　→　2007年6月から消費者団体訴訟制度　

  2)主要規定

1.不適切な勧誘による誤認・困惑による意思表示(4条)：取消

    2.事業者の責任免除条項、消費者の過大な損害賠償額予定条項、消費者利益侵害条項：無効

  3)他法との関係

　　1.クーリングオフ：こちらが有利

    2.民法を排除しない

    3.民法の特別法か補充か

［コメント・ペーパー］の記述と提出


以下の点について、記述し提出してください。　　　　　　　　　

a)講義を受講して学んだこと

b)自由記述

　　　　　　　＊なお、講義に関する質問は、b）に記載してください。
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